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第一章 地盤についての考察

１. 地盤概論

そもそも地盤とは何か。

土地と地盤 土地は平面、地盤は立体(約100m程度）

地球が誕生してから46億年

地質時代区分

地盤と鑑定評価を考察するには第四期で十分

第四期は更新世と完新世に分類

洪積層と沖積層(12000年前を境に古い方が洪積層、新しい方が沖積層）

洪積層は強固、沖積層は比較的軟弱

地球の中心に近い洪積層の上を、沖積層が覆っているというイメ－ジ

台地等で洪積層が地表面まであるところもある。 3
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2.地形分類

地形分類とは

地形分類項目によりそれぞれの地形の特徴を把握

地形分類による災害予測

地形分類図の入手方法

国土地理院の地理院地図 国土交通省の重ねるハザードマップ

地形分類模式図
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国土地理院の地理院地図 陰影起伏図と地形分類を重ねてみる低地の説明
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台地・段丘の説明
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砂丘の説明
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地形と自然災害の関係1
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地形と自然災害の関係2
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地形分類 土地の成り立ち 地形から見た自然災害リスク

扇状地
山地の谷の出口から扇状に広がる緩やかな斜面。
谷口からの氾濫によって運ばれた土砂が堆積して
できる。

山地からの出水による浸水や、谷口に近
い場所では土石流のリスクがある。比較
的地盤は良いため、地震の際には揺れに
くい。下流部では液状化のリスクがある。

自然堤防
現在や昔の河川に沿って細長く分布し、周囲より
０．５～数メートル高い土地。河川が氾濫した場
所に土砂が堆積してできる。

洪水に対しては比較的安全だが、大規模
な洪水では浸水することがある。縁辺部
では液状化のリスクがある。

凹地・浅い谷

台地や扇状地、砂丘などの中にあり、周辺と比べ
てわずかに低い土地。小規模は流水の働きや、周
辺部に砂礫が堆積して相対的に低くなる等ででき
る。

大雨の際に一時的に雨水が集まりやすく、
浸水の恐れがある。地盤は周囲（台地・
段丘など）より軟弱な場合があり、特に
周辺が砂州・砂丘の場所では液状化のリ
スクがある。

氾濫平野
起伏が小さく、低くて平坦な土地。洪水で運ばれ
た砂や泥などが河川周辺に堆積したり、過去の海
底が干上がったりしてできる。

河川の氾濫に注意が必要である。地盤は
海岸に近いほど軟弱で、地震の際にやや
揺れやすい。液状化のリスクがある。沿
岸部では高潮に注意が必要である。



国土交通省資料地形分類と災害の関連性
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3．強固な地盤と軟弱な地盤

強固と軟弱をどのように判断するか

地盤調査 ボーリング調査

N値

地盤の強弱は通常ボーリングの標準貫入試験によるN値で表現される。

N値とは土中のサンプラーを30ｃｍ貫入させるために、76ｃｍの高さから

63.5ｋｇのおもりを落下させた回数。値が大きいほど強固な地盤。

ボーリング調査はN値と土質を判定する。

土質

大分類として砂質土と粘性土
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ボーリング調査動画参照
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ボーリング柱状図 簡略図
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実際のボーリング柱状図
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ボーリング柱状図データの入手方法 有償 無償

無償データ Kunijiban と ジオステーション 17



Kunijiban
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Kunijiban  柱状図展開
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Kunijiban 柱状図
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ジオステーション 柱状図展開 21



22

ボーリング調査以外の簡易な地盤調査

ボーリングは高価なため、簡易的地盤調査としてスクリューウェイト貫入試験（旧
スウェーデン式サウンディング試験）が小規模建築において一般的に行われている。

スクリューエイト貫入試験柱状図の見方

換算N値の考え方

動画



スクリューエイト試験動画参照
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スクリューエイト貫入試験柱状図
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４．切土と盛土

切土は比較的安全 盛土は切土との比較では危険

盛土

低い地盤や斜面に土地を盛り上げて高くし、平坦な地面を作る。

傾斜のある土地を平らにするために、土を盛って地盤面を高くする。

また、水田や湿地帯の埋立地や谷埋地などを造成する場合にも用いられる。

盛土は、転圧や地盤改良工事が不十分だと軟弱地盤になってしまい、地震や豪雨で、沈下や崩壊が発生する懸念がある。

切土

高い地盤や斜面を切りとって低くし平坦な地面を作る。

傾斜のある土地を平らにするために、地面を削りとって地盤面を低くする。

切土は、元の地盤を削っているので全体的に均質で締まっていて、災害などの被害を受けにくい。
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切土と盛土のイメージ図
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盛土と切土の境界線付近は、最も注意が必要である。

なぜならば、盛土部分は切土に比べて軟弱なため変形しやすいが、切土部分は地盤が固いため変形しづらいということにある。
この地盤の質の違いで段差ができるなど地盤事故を発生させる可能性が高いと言われていて、最悪の場合、建物が傾いてしまうこと
もある。
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後述する鑑定評価に関して減価要因として影響の大きい2点について

５．軟弱地盤のデメリットと被害

・振動 軌道敷近く、国道近く

・建物の沈下 (基礎破損、建物傾斜、被害甚大）

平時 地震時とも
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6. 軟弱地盤を改善するための方策

・柱状改良工事 既存地盤にスラリー(セメントと水を混合したもの）を注入、撹拌

混合して円柱状の固化した改良体を形成する工法。固い支持層まで

打設する場合と、支持層がないときに周面摩擦でもたせる場合とがある。

・表層改良工事 地盤表層部の軟弱層にセメントを混合して、重機にて撹拌、混合

して、直方体状の固化した改良体を形成する工法。改良体の直下は

固い支持地盤であることが必要条件。

・杭工事 一般的に大型の建築物において、固い支持地盤まで既成杭を打ち込む。

支持層が深く確認できない場合は、摩擦杭を打つ。

それぞれの工事費は個々のケースに応じて算出。ｍ単価、㎡単価等は算出が困難。



表層改良工事
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柱状改良工事
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杭工事
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７．液状化のメカニズム
液状化現象
液状化現象とは、通常時は十分な硬さを有する地盤が地震等の振動により、液体
のようになり、地盤内の砂混じりの水が地表面に湧き出してくる現象をいう。
平常時 地盤は砂粒同士が接触していることで強さを保つ。
地震時 地震の揺れにより、地盤全体が変形して隙間の水を押し出す力が働き、

隙間の水圧が高くなり、砂粒は浮遊状態となる。
地震後 泥水の中の砂粒が沈降し、砂粒同士の隙間が小さくなり地盤は沈下する。

圧力の高くなった地下水は噴砂や噴水として、地表面に噴き出す。地上
にある建物等の重いものは沈降し、水道管、マンホール等の軽いものは
浮上する。

液状化が発生する要因
①緩い砂地盤 N値がおおむね15以下で、土の粒子の大きさが0.03ｍｍから

0.5mmの砂地盤
②地下水の位置 地下水位が地表面から15ｍ以内で地下水位が高いほど液状化

しやすい。
③大きな地震の揺れ 震度5以上の揺れが長く続く。
この3要因が重なると発生しやすい。
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液状化実験動画参照
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８. 液状化懸念地盤のデメリットと被害

発生要因と被害の例

間隙水圧の上昇による水、砂の噴出、地面の沈下、陥没。

建物を支える地盤の力の低下により建物、盛土など重量物が沈下する。

浮力の発生により、中空のマンホール等の比重の軽い地中埋設物が浮き上がり、地表に突出する。

摩擦力を失った地盤そのものが側方流動することにより、建物の移動、沈下が発生する。
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９. 液状化対策

液状化発生原因別の対応策

液状化発生そのものを防止する対策

液状化発生の要因に対応
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液状化被害の軽減(建物被害を防ぐ） 基礎の強化 杭工法 柱状改良工法
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10．液状化情報

国交省各自治体がそれぞれ液状化ハザードマップを作成公開している。

作成していない自治体の土地については、国土地理院HPから、土地条件図、

治水地形分類図等から情報を入手し、地形分類から推定する。

「海岸低地」、「砂丘」、「旧河道」等に該当する土地は要注意。

歴史の浅い海浜の広域埋立地は液状化の危険性はかなり高い。

逆に「丘陵地」、「台地」などの高台は液状化の危険性は相当低い。
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福井県液状化危険度分布図
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11．被害後の復旧工事(小規模建築物）

軟弱地盤、液状化による不同沈下後の復旧工事

アンダ－ピニング工法(最も一般的）

耐圧版工法

硬質ウレタン注入工法

グラウト注入工法

プッシュアップ工法(土台のみを上げる）

工事費は個々の検討が必要
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第二章 鑑定評価について

１．鑑定評価における地盤の扱い

不動産鑑定評価基準における地盤関連の記載

一般的要因の自然的要因に「地質、地盤等の状態」「土壌及び土層の状態」

宅地地域・農地地域の地域要因に「洪水、地すべり等の災害の発生の危険性」

農地地域・林地地域の地域要因・個別的要因に「土壌及び土層の状態」

個別的要因に「地勢、地質、地盤等」

個別的要因に「土壌汚染の有無及びその状態」

事例カ－ド作成時、環境条件として地質・地盤・地勢等につき価格形成要因として

重要な地域等では、その優劣を記載する、特に湾岸地域では地盤の優劣について留意する

としている。

基準等では一応考慮することにはなっている。

現状、地盤の内容(強固、軟弱、液状化）はどの程度鑑定評価において考慮されているか。



２．鑑定評価に影響を与える地盤に関する事象

土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域

土壌汚染（人工的）

洪水(高低）

軟弱地盤

液状化懸念地盤

いずれも減価要因であるが、表面上判断が困難な軟弱地盤と液状化について考察
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３.軟弱地盤と液状化懸念地盤の鑑定評価額への反映 被害発
生前

鑑定評価額へ反映するとした場合の基本的考え方

軟弱地盤による沈下や液状化による被害が発生する前のパターンと発生後のパターン

に分けて考察する必要がある。

被害発生前は 潜在的リスクを反映する。

鑑定評価手法 基本式 反映方法

原価法
再調達原価ー減価修正額 減価修正額に対策費を計上

瑕疵のない価格ー瑕疵補修費用 瑕疵補修費用

取引事例比較法

取引価格×事情補正率×時点修正率×標準化
補正

地域要因個別的要因格差修正率に

×地域要因比較×個別的要因比較 対策費用を反映

収益還元法

直接還元法

(総収益－総費用）/還元利回り 総費用に対策費用を計上

DCF法

Σ(総収益－総費用）×複利現価率＋復帰価格還元利回り、割引率にリスク分をオン



手法適用考察

原価法 土地は更地の場合、対策工事可能なので対策工事費用を減価修正額に計上することも考え

られる。建物の場合、現実に建物がある場合に対策工事を施すのは困難なので対策工事費

の計上はほぼ不能。

したがって被害を想定した仮定の復旧工事費を減価修正額に計上することに。

しかし、一般的に事前の対策費用より事後の復旧費用の方が大幅に高いので、現実的ではない。

不動産鑑定士の査定による独自の減価修正額を計上することが妥当か。

収益還元法 総費用に対策費用を計上することに関しては、原価法と同様。

還元利回り、割引率にリスク分を反映するがどのように査定するか。

取引事例比較法 取引事例は被害発生前のものを採用する。

対象不動産と同等の被害リスクのある取引事例を採用すれば格差率の差はあまりないこと に

なるがその事例の価格に潜在的リスクが反映されいるかは不明。

被害リスクの異なる事例の場合、格差率の合理的査定には考慮を要する。

いずれの手法も相当の問題点があり、不動産鑑定士の査定如何による。
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４．軟弱地盤と液状化地盤の鑑定評価額への反映 被害発生後

被害発生後は顕在化した被害を反映する。

そもそも市場が成立するかという問題がある。

鑑定評価手法 基本式 反映方法

原価法
再調達原価ー減価修正額 減価修正額に復旧費を計上

瑕疵のない価格ー瑕疵補修費用 瑕疵補修費用

取引事例比較法

取引価格×事情補正率×時点修正率×標準化補
正 地域要因個別的要因格差修正率に復旧費他

を反映
×地域要因比較×液状化被害格差修正率

×個別的要因比較
熊本震災運用指針の基本的考え方を援用

収益還元法

直接還元法

総費用に復旧費を計上 還元利回り、割引
率、賃料単価、空室率保険料を考慮

(総収益－総費用）/還元利回り

DCF法

Σ(総収益－総費用）×複利現価率＋復帰価格



手法適用考察

原価法 土地、建物とも復旧費用の積算可能なので減価修正額に復旧費用を計上することも考えられる。

但し復旧費用が高額な場合対象不動産の価格が超低額もしくはマイナスとなる場合も想定

されるため、現実的ではない。

したがって不動産鑑定士の査定による独自の減価修正額を計上。

収益還元法 総費用に復旧費用を計上することに関しては、原価法と同様。

但し、これも原価法と同様のパターンの場合は現実的ではない。

賃料は低下、空室率は上昇、保険料は上昇。

還元利回り、割引率は上昇。

取引事例比較法 熊本地震震災運用指針における震災減価率の考え方を援用

「被害を背景とした需給の変化等による減価要因」と「復旧までの効用減少による減価要因」の合算

たる震災格差率を一般の鑑定評価において採用する場合には、「対象不動産の属する市場(同一需給圏）

がおおむね、震災前の状態へ復旧することを前提とした市場参加者により形成されている」という

前提条件を満たす必要がある。
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地点名：

時点修正率（％） -1.5 【２．復旧までの効用価値の減少による減価要因】

（1）都市機能に係る減価要因 減価率(%)
復旧期間
（月数）

備考

【割引率】 ①鉄道の被害 -15 36 連続型

（１）基本利率（％） 5.0 ②建物等都市機能への影響 -10 12 連続型

（２）リスクプレミアム（％） 0.5 ③港湾機能(住宅･商業)の低下 -5 24 連続型

（３）復旧により回復する効用に対する割引率（％） （=基本利率＋リスクプレミ
アム）

5.5 都市機能依存度 0.8

（４）震災影響期間(月） （=最大復旧期間＋その後の影響残存期間） 60

（2）近隣地域に係る減価要因 減価率(%)
復旧期間
（月数）

備考

【１．震災被害を背景とした需給の変化等による増減価要因】 ①土地利用被害(浸水・液状化・地盤沈下) -5 12 不連続型

（１）一定期間のうちに消滅する増減価として処理しない場合の格差率（％） -5

人口流出等
による永続
的な需要減
退

②建築制限区域、震災復興推進区域 -15 24 不連続型

（２）一定期間のうちに消滅する増減価として処理する場合の格差率（％） -10

心理的嫌悪
感等による
一時的な需
要減退

③道路の状態（損壊・液状化・地盤沈下） -10 6 連続型

需給の変化（有期）の据置期間(月数) ※最大復旧期間 36 ④周辺建物の状態 -10 24 連続型

需給の変化（有期）の減衰期間(月数) ※最大復旧期間経過後の影響残存期
間

24 ⑤水道の被害 -10 6 不連続型

※上記格差率は、減価の場合は負数、増価の場合は正数を入力。 ⑥電気の被害 -10 3 不連続型

⑦下水の被害 -10 12 不連続型

【計算結果】 ⑧港湾関係（工業のみ）の低下 -5 24 連続型

（１）震災がなかった場合の効用の現価価値の総和 24,000 ⑨擁壁等の崩落 -15 12 不連続型

（２）対象被災地の効用の現価価値の総和 20,941

（３）震災格差率（％） -12.7 注意事項なし

（４）震災地域格差（％）(地域要因の比較で入力する値) +14.5

審査率較差査定シート
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1－震災率

震災率は 震災率格差査定シート(連合会調査委員会で希望者に配布）各項目に入
力し、査定。

ただし、可能な限り実態を反映させるよう留意する。

震災率を援用する場合は、被災前の事例を使う場合に限られる。

被災前のパターン同様いずれの手法も相当の問題点があり、不動産鑑定士の査定如
何による。

53



５．対象不動産と取引事例の対応関係

対象不動産 取引事例

被害発生前の場合 被害発生前の事例

被害発生後の場合
被害発生前の事例（震災率の援用）
被害発生後の事例

復旧後の場合 復旧後の事例

対象不動産は被害発生後 事例は被害発生前の場合のみ下記式を使う。

１－震災率

対象不動産が被害発生後

取引事例が被害発生前の時点のもの 分子＜100
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